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生活拠点機能の再編による郊外住宅地再生の可能性
―三木市緑が丘町・志染町青山地区を対象に―
青木 嵩
【要旨】
 日本の郊外住宅地は、特に戦後の高度経済成長期に都心へと流れ込んだ労働者人口の受け皿として宅地
整備が進んでいった。しかしながらそのような過程で開発された地域は、主に専用住宅地としての用途が
強く、同時期に移住した経緯もあって急激な高齢化や人口減少が問題となっている。また、それら住宅地
の多くは高度経済成長期以降の周辺地域の商業施設開発などに伴い、地域内における住宅以外の施設が衰
退していった。その為、今後更なる高齢化や人口減少が起きた際に現在の郊外住宅地の地域内施設では対
応しきれないケースが予想される。そうした地域の施設や機能を再編することによる地域再生の可能性を
検討する為にも、本稿では現在高齢化が進む郊外住宅地においてそこの地域内施設がどのような変遷を辿
ったか、また現在どのような立地特性を有するかを明らかにする。
キーワード：郊外住宅地、施設、高齢化、人口減少
1. 序論
1-1. 研究の背景
 高度経済成長期に形成された郊外住宅地は、都市計画法における用途地域制や新住宅市
街地開発事業によって住宅と商業や生活サービスといった地域施設の用地が明確に区分さ
れてきた。これら郊外住宅地の土地計画は、クラレンス・アーサー・ペリーによる近隣住
区論が基本原理とされ、小学校や近隣公園など徒歩圏で利用する施設を核として住宅を周
囲に配置し、商業などの地域施設はその外周部に商店街などの形をもって分離配置される
べきとされた。しかしながら日本の郊外住宅地開発においては、それら地域施設をコミュ
ニティの中心として集中配置した近隣センター（センター地区）を整備してきたケースが
多い。そしてこのような近隣センターは、それら地域の開発から時が経った現在空き店舗
が増加しており、コミュニティの中心としても周辺住民の生活利便施設としても衰退して
きている。
また一部の郊外住宅地では、用途変更に対する規制によって住宅用地内に施設を立地さ
せることが一定期間認められずにいた。それにより用途混在が難しく、住民の高齢化に伴
い日常生活が不便になるなどの問題が発生した。そうした背景から住宅地の計画段階から
住宅地内に商業地が組み込まれたケースや規制の緩和がされている事例が現れ始める。早
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い時期に開発された例では、土地区画整理事業によって、地域内の主要幹線沿いに施設誘
致を図った川西市の大和団地が上げられる（図 1）。一方で比較的新しい住宅地では、居住
者の自家用車の利用を想定した街角施設の導入が西神南ニュータウンなどで見られる（図
2）。またこれら地域施設は、同時に郊外住宅地外部での商業施設開発にも影響されてきた。
1973 年に施行された大型店舗法よって市街地でのスーパーやデパートの増加は押さえられ
てきたが、一方で規制対象外である宅地外部のロードサイドでの中小規模商業施設の発生
や、1990 年代の日米構造問題協議に後押しされる形で定められた大型小売店舗立地法よる
超広域商圏を持つ大型資本店舗の誕生は、従来の郊外住宅地内の商業や生活サービス施設
の衰退を招く結果となる。
こうした高度経済成長期に都市部へ急激に流入した人口の受け皿として開発された郊外
住宅地は、形成されて半世紀近く経過しており、現在居住者の高齢化や施設の老朽化とい
った過渡期に直面している。こうした住宅地の中でも特に戸建住宅を中心とした郊外地域
は、比較的短期間に均質の居住者を受け入れてきた。その為、地域全体が同じスピードで
高齢化していき、また分譲開発が主流であったことにより持ち家率が高く、世代交代が成
され難い状況にある。こうしたことから郊外型戸建住宅地は、少子高齢化が進む日本国内
においても高齢化率が総じて高くなる傾向にある。また、中流階級の核家族世帯の居住を
前提に置いたそれら住宅地の構造は、高齢化した世帯や少なからず新しく移り住んできた
人々が交じり合う現在の多様な居住者構成に対応しきれているとは言い難い。日本は、2008
年より人口減少が始まっており1、2040 年から 2050 年の間には人口が 1 億人を下回るとさ
れている。また、今日都市の縮小が本格的に議論され始めている日本2に置いて、郊外型戸
建住宅地における施設機能の変容と現状を整理することは、今後の持続性ならびに再編に
おいて重要である。
1-2. 研究の目的
前節で述べたように、異なる時期に開発されてきた日本の郊外の戸建住宅地の中でも、
特に高度経済成長期に形成された地域は現在変容段階に入っており、それ自体の開発過程
での特徴や時代変遷の影響から高齢化や地域社会を支える施設および機能の喪失といった
課題を抱えている。これら郊外住宅地の再編には、地域内の人口の変化に合わせて生活拠
点機能の種類と立地の変遷を辿り、特に人口減少が始まった現在においてどのような状況
にあるのか整理する必要がある。
よって本研究では、高度経済成長期に開発された郊外型戸建住宅地を主な対象として、
「人口減少期における地域内の生活拠点機能の変化と現状の把握」を目的に置き、特定地
                            
1 出典：人口統計資料集（2017 改訂版） 国立社会保障・人口問題研究所（http://www.ipss.go.jp/）2017 年
10 月 6 日現在
2 2014 年に国土交通省により立地適正化計画が策定されており、全国でも 357 都市が具体的に取り組んで
いる（2017 年 7 月 31 日現在）
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区への集約および全体的な減少傾向にあると仮定して調査・分析を進めていく。
なお、本稿における「生活拠点機能」とは、「日常生活を行うにあたり地域内の人々にと
って求心力があり、活動の中心になりえるもの、また彼らの日常生活を支える施設および
機能」と定義し、特に地域内の施設に着目していく。
1-3. 研究の方法
本研究では兵庫県三木市緑が丘町地区および志染町青山地区を対象とする。第 2 章でこ
れら地域の詳細を記述するが、これら地域を選定した理由としては、①その他多くの地域
同様、民間デベロッパーによる戸建分譲を中心とした郊外住宅地であること、②その中で
も大都市圏域の縁辺部に位置し、都市部から公共交通機関が直結しておらず先んじて課題
が現れやすいこと、そして③両地域の開発時期が異なり比較検討が可能な点があげられる。
地域内施設の変容調査は、第一に現状の施設立地の集約/分散傾向とその施設の種類を把
握することを目的としている。そして時代の移り変わりに合わせて施設がどのように変化
してきたのかを確認していく。その為にゼンリン住宅地図から各施設を抽出して統計的に
変化を辿り、さらに GIS を用いてその立地傾向や分散/集約の有無などを確認していく。な
お、使用する住宅地図は、緑が丘町の分譲が開始された直後の 1974 年から約 10 年単位で
区切り、2015 年までの 40 ヵ年分とする。こうして得られた結果から人口減少過程における
郊外住宅地の生活拠点機能の変化を整理する。
1-4. 研究の位置づけ
地域内施設の実態に関する研究においては、千里ニュータウンを対象とした大野ら3の調
査や、東京大都市圏に位置する郊外地を総合的に分析した山村ら4の研究、そして木下ら5に
よる高齢者に対応した地域施設の実態把握の調査が存在する。
これら既往研究に対し、本研究は特定地域の一部もしくは広域的な郊外ではなく、郊外
型戸建住宅地の一地域全体を対象としている。さらにそれら地域の開発から 40 年以上が経
過した現状を分析することによって、本格的に人口減少が始まり都市の縮小が求められ始
めた 2008 年以降の郊外住宅地における地域内施設の変遷を俯瞰する役割を持つ。以上の点
において、本稿は独自性を有すると考える。
なお本研究が対象とする三木市緑が丘町ならびに志染町青山地区における研究も存在す
                            
3 “千里ニュータウンにおける地域施設の利用実態と評価意識からみた地域施設の整備方針－高齢社会に
対応した地域施設の整備に関する研究－”日本建築学会計画系論文集 第 592 号 pp.57-64, 2005 年
4 “東京大都市圏における郊外自立生活圏の住環境特性に関する研究” 日本建築学会計画系論文集 第 77
巻 第 676 号 pp.1381-1390, 2012 年
5 “既存戸建住宅団地の更新整備に関する調査研究：高齢者に対応した地域施設の実態” 日本建築学会大
会学術講演梗概集 E-2 pp.231-232, 2004 年
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るが、それらは居住者の住意識調査や空き家所有者に関する研究6であるため、本研究と関
連性を持つが、お互いの独自性も保たれていると言える。こうした点からも本研究を進め
ていくことは意義のあることと考える。
2. 対象地域の概要
 本研究では、兵庫県三木市に位置しており、お互いに隣接しあう緑が丘町および志染町
青山地区を研究対象とする。これら地区は開発主体が同一の郊外型戸建住宅団地ではある
が、それぞれの開発時期が異なっている。緑が丘町地区は、高度経済成長期過程の 1970 年
より開発および分譲が始まる。一方で志染町青山地区は、比較的新しい住宅地であり、バ
ブル期の 1980 年代中盤から後半にかけて開発・分譲が行われた（Table2-1）。本章では、そ
れら両地区の立地特性や主要な施設、そして人口動態および高齢化率等の推移を確認して
いく。
Table2- 1 対象地域の開発構想
2-1. 緑が丘・志染町青山地区の立地とアクセシビリティ
 緑が丘町ならびに志染町青山地区は、三木市南部に位置しており、神戸市北区との境界
線に接する形で開発されてきた。同地区は、大阪北部より約 43.6km離れており、神戸市の
中心部（元町三宮エリア）からは、約 17.5kmの距離にある（Figure2-1）。その為、神戸市の
郊外住宅地としての様相が強く、大阪圏から見た場合は、超郊外7の一つと言える。
 実際に両地区の通勤先においても県内他市区町村へ通勤する割合が最も高いことから、
現在でも神戸市のベッドタウンとしての一面を残していると考えられる（Figure2-2）。なお
平成 27 年度の国勢調査では、9 月 25 日現在において小地域別の通勤先が算出されていない
が、三木市全体の通勤先の割合が平成 22 年度と比べ大きく変化していないことから緑が丘
町ならびに志染町青山地区における通勤先の割合にも大きな差異はないと考える。
                            
6 “郊外型戸建住宅団地における生活者の特性とその住意識の経年的変化に関する研究 : 兵庫県三木市に
おける開発時期の異なる 2 団地の比較を通して その 1” 学術講演梗概集 2014(建築社会システム),
pp.223-224, 2014
7 角野(2000)は、主にバブル期以降に開発された郊外住宅地のうち、都心部で働く人々の住まいとしての受
け皿には、通勤・通学時間から見ても限界域に立地している地域を超郊外と定義している。
緑が丘町地区（緑が丘ネオポリス） 志染町青山地区（松が丘ネオポリス）
開発時期 1970年 1983年
分譲開始 1971年 1989年
計画戸数 3,000戸 1,980戸
計画人口 12,000人 7,920人
開発面積 112ha 181ha
開発主体 大和ハウス工業 大和ハウス工業
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Figure2- 1 広域図
 
Figure2- 2 対象地区別勤務先の割合(2010 年度および 2015 年度国勢調査より)
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このように神戸市の郊外住宅地として形成されてきた両地区は、他の郊外住宅地と同じよ
うに鉄道とバスの公共交通機関を有しており、また近くを高速道路が通っている（Figure2-3）。
緑が丘町・志染町青山地区は、神戸電鉄粟生線沿線上に位置しており、神戸電鉄は鈴蘭台
駅を結節点として神戸市と三田市へアクセスが出来るため、主要な公共交通機関の一つと
して数えられる。その一方で、同沿線は都市部である神戸市の中心市街地（三ノ宮・元町
地区）に直結しておらず、さらには単線での運行となっている為 1 時間あたりの本数も多
くない。こうした理由からも神戸電鉄粟生線は、存続が危ぶまれている状況にある。
こうした鉄道沿線に並行してバス会社による公共交通網が発達してきた。神姫バスによ
るバス交通網は、同地区内のゾーンバスのみの運行ではなく、三木市北部や神戸市中心部
ならびに西神地域といった中～遠方地域を繋いでいる。また同バス会社による公共交通網
は、緑が丘駅から三ノ宮駅までの直通ルートを確保しており、一日の本数も 1 時間に複数
本と多い（Table2-2）。こうした都市部と繋ぐ主要な公共交通機関がバスである点は、他の
多くの郊外住宅地と少々異なっていると言える。
Figure2- 3 神戸市中心部へのアクセス
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Table2- 2 緑が丘駅前発着数と行き先(神姫バス)
2-2. 用途地域と主要な施設
 緑が丘町・志染町青山地区は、東播磨都市計画区域の中に存在し、用途地域が指定され
ている（Figure2-4）。どちらの地区においても大半が第 1 種低層住居専用地域であり、戸建
住宅が 9 割以上を占める。また共同住宅においては、高くても 5 階建までとなっており、
全体的に低～中層構造の住宅のみとなっている（Table2-3）。
Table2- 3 対象地区別住宅種類の割合(2015 年度国勢調査より)
なお近隣商業地域としては、唯一緑が丘駅前が指定されている。本来であれば、この駅
前周辺が近隣センターのような商業やサービスの集積地となるよう構想されていたと思わ
行先 1日の本数 行先 1日の本数 行先 1日の本数
青山５ 丁目（ 循環右回り ） (51) 5 青山５ 丁目（ 循環右回り ） (51) 5 青山５ 丁目（ 循環右回り ） (51) 5
青山５ 丁目(7)(15)(81) 68 青山５ 丁目(7)(15)(81) 55 青山５ 丁目(15)(81) 48
緑が丘西１ 丁目～志染駅(15) 22 緑が丘西１ 丁目～志染駅(15) 23 緑が丘西１ 丁目～志染駅(15) 22
青山５ 丁目（ 循環左回り ） (52) 5 青山５ 丁目（ 循環左回り ） (52) 5
関西国際大学・ 青山５ 丁目(60) 4
センター前・ 青山５ 丁目(59) 4
中１ 丁目(5) 1 中１ 丁目(5) 1
青山５ 丁目(54) 5 青山５ 丁目(54) 5
恵比須駅(0) 41 恵比須駅(0) 38 恵比須駅(0) 38
栄営業所(4)(5) 2 栄営業所(5) 1
三木営業所(50) 2 三木営業所(50) 2
市役所・ 三木警察・ 三木営業所(60) 4
防災公園(6) 2 防災公園(6) 7 防災公園(6) 7
よかたん温泉(50) 2 よかたん温泉(50) 2
広野・ 北播磨医療センター(103) 6
青山５ ・ 北播磨医療センター(106) 7
市役所・ 森林公園・ 三木営業所(53)(59) 5
市役所前・ 森林公園(54) 4 市役所前・ 森林公園(54) 4
ネスタリ ゾート 神戸(8) 7 ネスタ リ ゾート 神戸(8) 7
三宮(0) 50 三宮(0) 46 三宮(0) 46
西神中央駅(80)(81) 33 西神中央駅(81) 30 西神中央駅(81) 27
大久保駅(12) 1他
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3-5階建
2930 29 250 124 126
91.19% 0.90% 7.78% 49.60% 50.40%
1855 1 121 102 19
93.78% 0.05% 6.12% 84.30% 15.70%
緑が丘町地区
志染町青山地区
一戸建 長屋建 共同住宅
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れる。しかしながら緑が丘町地区には、同駅前から続く形でサンロード商店街がリニア型
の商業集積地として形成されており、駅との反対側にコープ三木緑が丘店が立地する。一
方で志染町青山地区では、サンロード商店街のようなリニア型の商業集積と異なり、中心
部にイオン三木青山店が設置され、その建物内および周辺にいくつかの施設が集中してい
る。これらは、リニア型と複合施設型の違いはあるが、どちらも第 2 種住居地域に立地す
る。このような商業施設のみならず、これら地区内にはコープこうべ協同学苑や三木北高
等学校、関西国際大学が建てられており、学習施設も整えられている。これら既存の施設
配置ならびに指定された用途地域に影響されつつも、同地区内における商業・サービス施
設は変容してきており、その点に留意した上でそれらの傾向を次章で考察する。
Figure2- 4 用途地域と地域内の主要施設および幹線道路
2-3. 人口変動と高齢化率
緑が丘町地区ならびに志染町青山地区の人口動態を 5 ヵ年毎にトレースした。8その結果、
先行して開発された緑が丘町地区では 1985 年に、約 10 年遅れて開発が始まった志染町青
山地区は、2005 年に人口がピークに達しており、以降はどちらの地区でも人口が減少して
                            
8 各年 9 月 30 日時点の三木市の住民基本台帳より数値を算出する。なおデータの都合上、2005 年以前の数
値には外国人居住者の人数が含まれていない。
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いる。なお、両地域の総人口がピークに達したのは、志染町青山地区と同じく 2005 年とな
る(Figure2-5)。
Figure2- 5 対象地区別 5 か年推移人口動態(国勢調査より)
 
 また町丁別の 1995 年－2005 年間および 2005 年－2015 年間の人口変動率を見る9と、人口
減少が必ずしも一律に全体で起こっているわけではないことが分かる（Table2-4）。また、
緑が丘西町 5丁目や志染町青山 4丁目が直近の 10年間の間に人口が増加していることから、
必ずしも外延部から減少していくわけではない。この点に関しては、饗庭（2015）も都市
縮小期における都市は、外延部から中心部へと縮小していくのではなく、その内部におい
て無作為的に人口減および施設減が発生するスポンジ化傾向にあるとしている。一方で緑
が丘駅前に位置する緑が丘本町 1 丁目の人口が多少なりとも増加傾向にある点は、留意し
て次章以降の分析を進めていく。
                            
9 対象地区の総人口が最大であった 2005 年を基準として、志染町青山地区の開発が落ち着き 7 丁目を除く
全部の丁字に居住者が出始めた 1995 年からの傾向と、人口減少期に入った 2005 年以降の傾向の各 10 年間
の人口変動率を算出した。
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Table2- 4 町丁別人口変動率(1995-2005 および 2005-2015)
そうした人口減少の中で、各地区における高齢化率も高まってきた。緑が丘町地区では、
2000 年代の前半で既に高齢化率が 20%を超えていた。そして生産年齢人口が減少するに従
い、高齢者層の人数は増え、現在では 40%以上が 65 歳以上となっている（Figure2-6,2-7）。
一方、志染町青山地区は、開発が遅かったこともあり、緑が丘町地区ほど高齢化率は高く
なっていない。しかしながら 2013 年には高齢化率が若年人口比率を上回り、現在では 20％
に届こうとしている。またこの地区では若年人口比率が緑が丘町と違い、急激に下がって
きている。これは、いわゆる開発初期の郊外住宅地がターゲットとしていた核家族層の子
供達が成長している一方で、新しい家族との世代交代が進んでいないことが大きな要因で
あると考えられる。
1995-2005 2005-2015 1995-2005 2005-2015
緑が丘町本町１ 丁目 0.98 1.02 志染町青山１ 丁目 1.13 1.01
緑が丘町本町２ 丁目 0.50 2.14 志染町青山２ 丁目 1.17 0.93
緑が丘町西１ 丁目 0.89 0.98 志染町青山３ 丁目 1.47 0.92
緑が丘町西２ 丁目 0.89 0.94 志染町青山４ 丁目 1.20 1.11
緑が丘町西３ 丁目 0.98 1.00 志染町青山５ 丁目 1.14 0.99
緑が丘町西４ 丁目 0.87 0.93 志染町青山６ 丁目 1.66 0.90
緑が丘町西５ 丁目 1.39 志染町青山７ 丁目 0.00
緑が丘町中１ 丁目 0.86 0.94 総計（ 志染町青山） 1.31 0.96
緑が丘町中２ 丁目 0.91 0.90
緑が丘町中３ 丁目 0.85 0.93
緑が丘町東１ 丁目 0.91 0.91
緑が丘町東２ 丁目 0.89 0.87
緑が丘町東３ 丁目 0.88 0.93
緑が丘町東４ 丁目 0.86 0.92
総計（ 緑が丘） 0.91 0.95
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Figure2- 6 緑が丘町地区の高齢化率と人口変動(三木市企画調整課資料より)
Figure2- 7 志染町青山地区の高齢化率と人口変動(三木市企画調整課資料より)
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3. 地域内施設の変遷
 本章では、郊外住宅地における地域内施設の移り変わりを整理し、人口減少と高齢化が
進む現在の住宅地において施設の種類と立地の特徴および傾向を分析する。なお、各年代
の施設立地を調べるにあたり、本稿では対象地域の開発初期から現在までのゼンリン住宅
地図を利用する。
3-1. 経年変化による施設数
3-1-1. 大カテゴリー別施設数の変遷
 人口動態と各種施設数の変化の関係性ならびに傾向を分析する為、10 ヵ年毎の施設数の
推移を種類別に算出した。2005 年より地域内の総人口は減少傾向に転じているが施設によ
っては、なお増加している種類もある。中でも「学習関係」の施設は、2005 年に一度減少
したが、2015 年までの 10 年間で施設数が 15 増加し、過去最大数となっている。また増加
数はやや鈍化傾向にあるが、「生活サービス」や「福祉・医療・保険」、「事務所」なども変
わらず施設数を増やしている。一方で、人口減少に伴い施設数を減らしているカテゴリー
も存在する。特に「飲食」および「購買施設」に関係する施設が著しく減少している(Figure3-1)。
Figure3- 1 人口および大カテゴリー別施設数の推移
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3-1-2. 小カテゴリー別施設数の変遷
 各カテゴリーの施設をさらに細分化していくと、年代の変化とともに新しく生まれてき
た施設や、反対に減少、消失した機能が見て取れた。以下、それらを各カテゴリー別にま
とめる(Table3-1)。
①飲食関係施設
 喫茶店・カフェおよび定食屋などの食堂は、2005 年を境に大きく減少している。また 2015
年には専門店とスナック・居酒屋の店舗数も少なからず減少傾向にある。一方でファスト
フード店やファミリーレストランは、2005 年以降に新しく地域内に進出してきた。
②生活サービス関係施設
 生活サービス関連に属する各種施設は、それほど大きく増減していない。しかしながら
その中でもランドリー・クリーニングは、2005 年以降減少傾向にある。反対に増加数は鈍
化しているが、代行サービスの店舗は 2005 年以降も増加している。マッサージ・サロンお
よび NPO 団体が運営する施設は、2015 年に突出して増加しており、比較的新しい形態の生
活サービス施設であると考えられる。
③購買施設
 購買に関連する施設は、他の大カテゴリーと比較しても、全体的に減少している傾向が
強い。特に食料品や衣料品、生活雑貨およびその他専門店は、近年大きく店舗数を減らし
ている。また書店に至っては、2015 年には、対象地域内に存在していない。コンビニ・売
店とスーパーマーケットのみ変わらず施設数を維持している。
④学習関係
 学習に関わる施設は、総じて減少が少ない。実際に学習関係施設の総数は、2005 年以降
も増加している。しかしながらそろばんや書道教室、またその他趣味に関わる施設は、1995
年以降に少なからず減少している。一方で、英会話教室や音楽教室、障害者支援施設・養
護学校およびギャラリー施設は、2005 年以降も増加傾向にあった。
⑤福祉・医療・保険関係施設
 2005 年以降、老人支援施設と鍼灸院の増加が目立つ。また歯科は医院数を減らさずにい
るが、内科、外科、眼科、耳鼻咽喉科、皮膚科においては、医院数が元々少ないにもかか
わらず、2015 年に減少している。なお、小児科は 1995 年にすでになくなっており、代わり
に 2005 年より産婦人科が出来た。
⑥公共・町内施設および事務所関係
 これらは小カテゴリー数が少なく、かつ変動があまり見られない為まとめることにする。
公共施設では、公民館等の町内施設が 2015 年に 2 軒減っている点が目立つ。一方、事務所
の小カテゴリーでは全体的に増加しているが、土木・建設業態の事業所数は 2005 年以降減
少している。
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Table3- 1 小カテゴリー別施設数の推移
3-2. 施設の立地変遷
 前章でも触れたが、緑が丘駅前は三木市の都市計画において近隣商業地域として用途地
域指定されている。対象地域の開発当初は、神戸電鉄粟生線が主流な公共交通機関であり、
駅前に各種施設を配置する計画であった。現在、粟生線は存続が危ぶまれているが、神姫
施設総数 1974年 1985年 1995年 2005年 2015年 学習関係 1974年 1985年 1995年 2005年 2015年
飲食 28 74 113 104 92 特別支援学校 1
生活サービス 20 52 98 108 115 保育所 2 3 4 3
購買施設 60 145 137 142 91 幼稚園 2 3 5 4 4
学習関係 4 58 69 71 85 小学校 1 1 2 2 2
福祉・ 医療・ 保険 9 37 53 64 66 中学校 1 1 1 1
公共施設 6 6 16 21 18 高等学校 1 1 1
事務所 10 59 88 96 106 大学・ 短大 4 2 2
総計 137 431 574 606 573 障害者支援施設・ 養護学校 2 3 4 8
飲食 1974年 1985年 1995年 2005年 2015年 学習塾 15 23 23 22
食堂 3 7 13 12 5 英会話教室 1 1 6 9
専門店 13 25 38 38 34 音楽教室 4 6 4 8
喫茶店・ カ フ ェ 9 22 27 18 15 そろ ばん 5 3 1 1
スナッ ク ・ 居酒屋 2 18 26 31 30 書道 5 3 4 3
フ ァ ミ リ ーレスト ラ ン 1 趣味 13 10 9 8
フ ァ スト フ ード 4 3 武道・ スポーツ 1 1 1
その他 1 2 9 1 4 アト リ エ・ ギャ ラ リ ー 2 2 3 5
飲食 集計 28 74 113 104 92 その他 3 1 3 7
生活サービス 1974年 1985年 1995年 2005年 2015年 学習関係 集計 4 58 69 71 85
理髪店・ 美容院 7 25 42 47 42 福祉・ 医療・ 保険 1974年 1985年 1995年 2005年 2015年
ラ ンド リ ー・ ク リ ーニング 1 9 15 12 5 ド ラ ッ グスト ア 1 3 5 5 4
娯楽施設 2 5 5 4 薬局 3 6 6 4 3
宿泊施設 1 1 1 1 1 老人支援施設 2 7 14
ガソ リ ンスタ ンド 3 2 3 5 3 保険窓口 2 5 2 3
銀行・ ATM 2 3 4 6 総合病院 2
代行サービス 1 7 13 14 医院・ 診療所 6 8 9 10
マッ サージ・ サロン 1 1 2 9 内科 2 2
住宅展示場 1 3 1 外科 2 2 3 1
新聞販売・ 配達センタ ー 4 4 4 4 眼科 1 1 2 1
NPO運営 8 耳鼻咽喉科 1 1 2 1
その他 6 6 14 15 18 歯科 1 7 9 9 11
生活サービス 集計 20 52 98 108 115 小児科 1 2
物販消費 1974年 1985年 1995年 2005年 2015年 産婦人科 1 1
食料品 20 48 34 33 16 整形外科 1 1 1
コ ンビニ・ 売店 3 4 4 5 泌尿器科 1
スーパーマーケッ ト 1 2 2 2 2 皮膚科 1 1 1
専門店 17 52 55 55 42 動物病院 1 1 3 3 4
生活雑貨 5 5 3 7 1 鍼灸院 2 5 11 12
書店 1 5 3 2 その他 3 2 1
衣料品 5 10 11 22 7 福祉・ 医療・ 保険 集計 9 37 53 64 66
電機・ 通信 5 10 12 8 6 事務所 1974年 1985年 1995年 2005年 2015年
その他 6 10 13 9 12 その他 4 39 57 77 93
物販消費 集計 60 145 137 142 91 研究所・ 研究室 2 3 1 2
土木・ 建設 6 18 28 18 11
事務所 集計 10 59 88 96 106
公共・ 町内施設 1974年 1985年 1995年 2005年 2015年
ガス関係 1 2 1
その他 2
公民館・ 町内施設 2 2 9 14 12
水道関係 1 1 1 1 1
通信関係 1 1 1 1 1
郵便局 1 1 2 2 2
派出所・ 交番 1 1 1 1
公共施設 集計 6 6 16 21 18
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バスの三宮への直通便が同駅前より発着している。その為、依然として緑が丘駅には一定
の公共交通結節点としての機能が備わっており、生活拠点機能も集約しやすいと考えられ
る。
 一方で、緑が丘町地区と志染町青山地区は、一本の主要幹線で繋がっている。住宅地が
中心の両地区に置いて、幅員が広くて交通量も多い道路となる。また同幹線上には、緑が
丘地区にサンロード商店街が、志染町青山地区にはイオン三木青山店が立地している。一
般的な郊外における施設配置のように、地域内の幹線沿いに生活拠点機能が立ち並ぶこと
も予想される。その為、本節では主に駅前と主要幹線沿いにおける地域内施設の立地傾向
を確認する。またそれら 2 つの地域に集中していない施設は、住宅地内に点在していると
考えられ、本稿ではこれを浸透型として分類し立地特性を確認していく。
3-2-1. 駅前空間
 ここでは、近隣商業区域の上に立地している施設を対象とする。緑が丘駅前は、1985 年
から 1995 年の間に開発され、ロータリーが整備された。その為、それ以前と以後とで駅前
空間が異なり、特に「飲食」と「購買」に関する施設はその 10 年間で減少している。その
後は、人口の増減に関わらず施設数に大きな変動はなく、地域内施設総数に占める割合に
おいても、1995 年以降はどのカテゴリーも 15％に満たずにいる。唯一「学習」に関する施
設のみ 2005 年以降に増加しているが、その前の 20 年間の増減幅が他のカテゴリーと比べ
ても広い点、および 2015 年現在において占める割合も 10％未満と低い点から、必ずしも人
口減少期において駅前に集まっているとは言えない。大幅な施設増加がなく、かつ占める
割合が小さいことから交通結節点として機能し得る緑が丘駅前に施設が集中していってい
る可能性は低いと考えられる(Figure3-2)。
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Figure3- 2 緑が丘駅前における大カテゴリー別施設数と占有率の推移
3-2-2. 地域内の主要幹線
 ここでは、地域内の主要幹線に面している施設のうち、駅前空間に立地していない施設
に着目する。主要幹線は、緑が丘町地区と志染町青山地区、自由が丘地区を結んでいる。
志染町青山地区が 1989 年から分譲開始であった為、それに伴う形で 1985 年から 1995 年の
間で「飲食」や「生活サービス」に関する施設が大きく増加している。一方で「購買」に
関する施設は、1995 年から 2005 年にかけて増加している。これは、イオン三木青山店およ
びその周辺の開発が進み、専門店が一度に入ったことが影響している。しかしながら全体
的な人口減少が始まった 2005 年以降、「購買」関係の施設が大きく減少しており、地域内
で占める割合も 60％を切った。同じように「飲食」関係の施設も実数および割合のどちら
でも減少している。一方で「生活サービス」、「福祉・医療・保険」、「事務所」関係は、幹
線道路沿いに立地し始めており、地域内で占める割合も増加している。「購買」や「飲食」
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関係の施設からの用途転換も確認されており、幹線沿いでアクセシビリティが高いところ
は、生活のサポートを中心とする施設が多くなり始めている。しかしながら、それでも地
域内施設の内、半数以上を占めるカテゴリーは、「購買」、「生活サービス」、「飲食」関係の
みに限られている。中でも「学習」関係の施設は、施設数と割合のどちらも微増している
が、あくまで 10％強のみしか占めていない。アクセシビリティが高い幹線道路沿いとして
も、集中しやすい施設と立地しにくい施設とが存在している(Figure3-3)。
Figure3- 3 地域内主要幹線沿いにおける大カテゴリー別施設数と占有率の推移
3-2-3. 浸透型
 緑が丘駅前への施設集中は、あまり見込めず、一方で「生活サービス」関係の施設は、
主要幹線沿いで増加傾向にあるが、そのほかカテゴリーでは、半数も占めていない。故に、
対象地域には、上記 2 地点のような交通結節点型あるいはリニア型の施設配置に属さない
0.00%
10.00%
20.00%
30.00%
40.00%
50.00%
60.00%
70.00%
80.00%
0
10
20
30
40
50
60
70
80
90
100
1974年 1985年 1995年 2005年 2015年 
飲食 生活サービス 購買関係 
学習関係 福祉・医療・保険 公共施設 
事務所 飲食 生活サービス 
購買関係 学習関係 福祉・医療・保険 
公共施設 事務所 
64
KGPS Review No.24 November 2017 
64 
 
ものが散見されると考えられる。それらは、住宅地内に立地している為、ここでは「浸透
型」としてカテゴリー毎の施設数ならびに総数に対する割合の変化を確認する。
 施設数では、「購買」、「飲食」、「生活サービス」関係は、年々減少しており、反対に「学
習」、「福祉・医療・保険」、そして「事務所」関係は増加している。しかしながら 2005 年
から 2015 年の人口減少期にかけての割合の変化を見ると、施設数が増加している「学習」
および「事務所」では、どちらも 10％ほど下がっており、反対に「購買」関係の施設が占
める割合が増加している。これは、それまでは地域内に浸透する形で立地していた「学習」
や「福祉・医療・保険」関係の施設が、駅前や幹線道路沿いに進出してきたことによる。
一方で「購買」に関する施設の割合が増加したのは、駅前や住宅地内、幹線道路沿いに関
係なく施設数が減った結果と考えられる。しかしながら施設数と占める割合のどちらをと
っても、「学習」関係の施設が住宅地内に点在しやすい(Figure3-4)。
Figure3- 4 浸透型の大カテゴリー別施設数と占有率の推移
0.00%
10.00%
20.00%
30.00%
40.00%
50.00%
60.00%
70.00%
80.00%
90.00%
100.00%
0
10
20
30
40
50
60
70
80
1974年 1985年 1995年 2005年 2015年 
飲食 生活サービス 購買関係 
学習関係 福祉・医療・保険 公共施設 
事務所 飲食 生活サービス 
購買関係 学習関係 福祉・医療・保険 
公共施設 事務所 
65
AOKI: Possibility of Revitalization of Peripheralized Suburban Residential Areas 
 
65 
 
3-2-4. 小カテゴリー毎の施設立地傾向
 「飲食」、「生活サービス」、「購買」関係の施設が主要幹線沿いに、「学習」および「福祉・
医療・保険」関係が浸透型に多いことが分かったが、実際にどのような施設が立地する傾
向にあるのか確認する。以下、各カテゴリーの内、特筆すべき点のみ取り上げる。
 「飲食」関係の中でもファミリーレストランとファストフード、専門店は、幹線沿いに
立地している割合が高い。一方で喫茶店・カフェは浸透型の方がやや比率は高くなってい
る。食堂とスナック・居酒屋は、主要幹線と浸透型のどちらにも同程度の値となっており、
専門店と合わせて緑が丘駅前にも立地している。駅前は、カフェやファストフードなど、
気軽に立ち寄りやすい飲食施設が少ない。一方で浸透型の施設では、カフェや居酒屋など
居住者のサードプレイスとしても利用出来得る店舗が立地している。
 「生活サービス」関連施設では、ランドリー・クリーニングが主要幹線沿いに集中して
いるほか、NPO 運営の施設や銀行・ATM も高い比率で立地している。一方で、代行サービ
スやマッサージ・サロン、理髪店・美容院は、住宅地内にも分布している。駅前空間には、
あまり施設の集積が見られないが、娯楽施設は主要幹線沿いと駅前にしか存在していない。
また、理髪店とマッサージ・サロンは存在している。
 「学習」関係の施設の大半は住宅地内に浸透している。しかしながら保育所は、駅前に
立地しており、ほかにも学習塾や音楽教室は、駅前に進出している。また主要幹線沿いに
は、学習塾に加えて、茶道やフラダンスなどの趣味を習う教室ならびに英会話教室が少な
からず立地している。
 「購買」に関する施設において、ほぼ全ての小カテゴリー店舗は、主要幹線沿いに集中
している。緑が丘駅前には、食料品とコンビニ・売店と若干の専門店のみが立地しており、
商業が集積しているとは言い難い。住宅地内への浸透型では、食料品、専門店、衣料品、
電器・通信に関する店舗が立地しているが、コンビニやスーパーマーケット、生活雑貨な
どより日常生活に密接するような購買施設はない。
 「福祉・医療・保険」の施設では、ドラッグストアや薬局などの日常的な利用率が高い
施設が主要幹線沿いに立地する傾向にあり、一方で歯科と整形外科を除く各種医院や老人
支援施設、鍼灸院などの専門性を有する施設が住宅地内に浸透している比率が高い。緑が
丘駅前では、薬局、診療所と歯科がそれぞれ一店舗ずつ立地するのみであり、医療施設の
集積があるとは言えない。
 なお事務所や公共・町内施設は、全体的に住宅地内に分散しており、緑が丘駅前や主要
幹線沿いには、ほぼ立地していない。一方で、郵便局と派出所・交番はアクセシビリティ
が重要になるため、主要幹線沿いに立地していると考えられる。
 総合的にみると、緑が丘駅前は保育所や老人支援施設などを有しているが、近隣商業地
域として必要最低限の店舗施設しかなく、交通結節点としては「購買」、「飲食」関係にお
いて回遊性や滞留性のある施設が少なく、また「福祉・医療・保険」と「学習」関係の施
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設においてもそれを目的として人々が来るようなカテゴリーの立地が見られない。一方で、
主要幹線沿いと浸透型では、主要幹線沿いにファミリーレストランやスーパーマーケット、
ドラッグストアといった日常的に利用しやすい施設が集中しているのに対して、浸透型で
はカフェや居酒屋、代行サービス、学習塾関係、各種医院などの比較的専門性を持った施
設が立地しているように見受けられる。
このように緑が丘駅前への施設集約は見込まれず、また幹線沿いと浸透型とで若干の立
地施設の違いは見られた。しかしながら人口減少期において、各種施設は、駅前を除く特
定の地点へ集約していく可能性が考えられる。その為、次節では各カテゴリーの施設が現
在集約傾向にあるか否かを確認する(Table3-2)。
 
Table3- 2 各地点における小カテゴリー別の立地割合
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3-3. 分散/集約傾向
 本節では、対象地域内のカテゴリー毎の施設が集約傾向にあるのか、あるいは分散して
立地する傾向が強いのかを確認する。その為に、GIS（地理情報システム）の座標取得を使
用し、各施設の座標を抽出した。そして同じカテゴリーの施設間における重心を取得し、
その重心から同カテゴリーの各施設への距離の平均10と分散を算出した。平均距離が長くな
るに従い、施設がそのカテゴリーの重心から離れていくことを意味し、施設間の距離が離
れることから分散していると考えられる。また分散の値が高くなると重心とその各施設と
の距離にばらつきが大きくなることを表すため、こちらも値が高くなるにつれて分散傾向
が高いとする。その為、本稿ではx軸を平均距離、ｙ軸を分散として各施設カテゴリーの 1995
年－2005 年および 2005 年－2015 年の計 20 年間の推移を図式化した。これは、2005 年を境
に人口減少が地域全体で始まっているためであり、第一から第四象限のどの方向に移動す
るかによってFigure3-5 のような傾向にあると考え、施設の立地が集約もしくは分散傾向に
あるか判断する。
Figure3- 5 地域内における各施設の分散/集約傾向のベクトル図
3-3-1. 大カテゴリー別の分散/集約
 人口の増減に関わらず、「飲食」と「公共・町内施設」は、1995 年から一貫して集約傾向
にある。特に「飲食」関係の施設は、浸透型の施設数が最も減っており、主要幹線と駅前
の比率が上がっていることから、その二点に近づく形で集約していると考えらえる。反対
                            
10 GIS により抽出した座標から距離を算出した為平均距離の単位が小さく、0.01≒1 ㎞となる。
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に 1995 年以降分散し続けているのは、「生活サービス」、「福祉・医療・保険」、「事務所」
そして「学習」関係の施設である。しかしながら初めの 3 種は、2005 年－2015 年の変化が
弱い分散傾向にあり、やや鈍化しつつある。これは、主要幹線沿いにおいてのみこれらカ
テゴリーの施設が増加しているため、施設間の距離（重点からの平均距離）は離れつつも、
特定の距離（重点からの距離の分散率）に集まりつつあると考えらえる。一方で「学習」
関係の施設は、2005 年以降も浸透型が増加しており、分散して立地する傾向が続いている。
なお 2005 年を境に分散から集約傾向に変わったのは、「購買」関係の施設のみである
(Figure3-6, Table3-3)。
Figure3- 6 大カテゴリー別の分散/集約傾向(1995－2015)
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Table3- 3 大カテゴリー別の 10 年単位での分散/集約傾向
3-3-2. 小カテゴリー別の分散/集約
 大カテゴリー別の分散/集約の傾向は把握したが、それぞれが有する小カテゴリー毎によ
ってその傾向はまた変わってくる。その為、ここでは各小カテゴリーにおける分散/集約と
同じく 1995 年以降の 20 年間の変遷を辿る。なお、本来であればすべての施設の傾向を算
出するべきではあるが、重点を抽出する必要があるため、各年代において施設数が 5 以上
存在するカテゴリーに限ることとする。また 2005－2015 年の人口減少期においては、それ
らカテゴリーの施設数の増減と分散/集約の傾向とを合わせて確認していく。
特定の期間のみ測定できた施設も含め、1995 年から変わらず分散傾向にある施設は、代
行サービスや理髪店・美容院などの「生活サービス」に関わるものや音楽教室と英会話教
室といった「学習」関係のカテゴリー、そして歯科、食料品店があげられる。反対に一貫
して集約傾向にあった施設カテゴリーは、ランドリー・クリーニング、飲食の専門店、趣
味を学ぶ教室と「福祉・医療・保険」に関係するドラッグストアおよび高齢者支援施設で
ある。
一方で 2005 年を境に立地傾向が変化した施設は、次の通りである。集約から分散に転じ
た施設は、電器・通信の販売店と鍼灸院となる。反対に分散から集約に向かった施設は、「飲
食」に関わる食堂、スナック・居酒屋、喫茶店・カフェ、そして購買の専門店、医院・診
療所、学習塾そして衣料品店があげられる。
「飲食」に関係する施設は、全て集約傾向にあり、大カテゴリーとしての傾向に沿って
いる。またこれら施設は、施設数が減少した結果として集約していっている。その為、新
しく集中して立地させているというよりは、離れた地点にある施設が撤退していっている
と考えらえる。
「購買」に関する施設もすべて施設数が減少した結果の分散もしくは集約となる。専門
店や衣料品店は、「飲食」関係の施設と同じように外れた地点から撤退しているとみられる。
一方で電器・通信や食料品店は立地に関係なく撤退が起きており、結果として分散化が進
んでいる。
反対に「福祉・医療・保険」関係の施設は、全て施設数が増加した結果、分散あるいは
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集約化している。高齢者支援施設や医院・診療所は、新店が建つ際に既存の施設の比較的
近くに立地する傾向があると考えらえる。一方で鍼灸院や歯科医院は、それぞれ既存店舗
より離れた地点に分散して建てられている。
「生活サービス」に関わる施設は、ランドリー・クリーニングのみ集約しており代行サ
ービスと理髪店・美容院は分散傾向にある。しかしながら施設数が増加しているのは代行
サービスのみであり、その他二種類の施設は、それぞれ減少した結果の立地傾向となる。
「学習」関係の施設は、学習塾と趣味を習う教室は、どちらも減少した結果として集約
し始めている。反対に音楽教室ならびに英会話教室は、施設数が増加しており分散して立
地する傾向にある。
総合的にみると、人口減少期だからといって必ずしも全ての施設が集約していっている
わけではない。新しく施設が建てられるカテゴリーは分散するものが多く、反対に施設数
が減少しているカテゴリーは集約傾向にある施設が多いことが見られた。また減少してい
く施設カテゴリーの中でも、食料品店や理髪店など比較的日常使いが予想される施設は分
散したまま残り、反対に飲食店系や衣料品店、専門店などといった特別な利用や特定の層
が利用すると考えられる施設は集約する傾向にある。一方で、増加する施設カテゴリーに
おいては、高齢者支援施設や診療所といった特定の人が使う施設は集約傾向にあり、同じ
ような特定の層が利用する施設でも代行サービスや学習系のカテゴリーは、分散立地して
いる。なお歯科医院と鍼灸院は、福祉系ではあるものの分散傾向が見られた。これは、他
の医院とは異なり、これらが予防をかねて比較的定期的に利用されるからではないかと考
えられる(Figure3-7, Table3-4,3-5,3-6)。
Table3- 4 小カテゴリー別の 10 年単位での分散/集約傾向
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Figure3- 7 小カテゴリー別の分散/集約傾向(1995－2015)
Table3- 5 特定期間のみ算出できた小カテゴリーの分散/集約傾向
集約
ド ラッ グスト ア(1995-2005)
高齢者支援施設(2005-2015)
分散
娯楽施設(1995-2005)
音楽教室(1995-2015)
英会話教室(2005-2015)
特定期間のみ
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Table3- 6 小カテゴリー別の分散/集約傾向と施設の増減
4. 結びと今後の課題および展望
 以上のことから人口減少が進む郊外型戸建住宅地における施設立地の変遷と現在の特徴
を、次のようにまとめることが出来る。
 「飲食」や「購買」に関する施設のみ人口減少が始まった 2005 年以降に減っており特に
「飲食」関係施設は、緑が丘町地区の人口が減少し始めた 1995 年の時点から数を減らして
いる(1)。一方でその他のカテゴリーの施設は、人口の増減に関わらず増加を続けている(2)。
また各カテゴリー内でも施設の種類によって増減の傾向が異なっており、「購買」や「飲食」
においては、ファミリーレストラン、ファストフードやコンビニなどのより大衆的な施設
が増加、進出してきている(3) 。また、「学習」や「福祉・医療・保険」、「生活サービス」
などでは、代行サービスや高齢者支援施設、特定の教室やギャラリーといった特定の層に
対応した施設が増加傾向にある(4)。こうしたことから人口減少期の郊外型戸建住宅地にお
ける地域内施設は一律に撤退していくのではなく、日常的に使われやすい施設は減少する
かより大衆向けに変化しており、反対に専門性を持った施設が新しく表れ始めている(5)。
 また施設立地の傾向を見ると、交通結節点および近隣商業地域として指定されていたと
しても、必ずしも施設集積があるわけではなく、そのような特定地区に向かって集約して
はいないことがわかる(6)。また主要幹線沿いには「購買」や「飲食」、「生活サービス」が
立地する傾向にあり(7)、住宅地内には「学習」や「福祉・医療・保険」、「事務所」がより
浸透していく傾向がみられた(8)。また小カテゴリー別の立地傾向からも、主要幹線沿いは
日常的に利用しやすい施設が多く、浸透型は比較的専門性を持った施設が中心であるとみ
られる(9)。
 集約と分散傾向においては、仮説としていた全体的な集約傾向にはなく、人口減少期に
おいても施設の種類によって複雑に変化している(10)。しかしながら施設数が減少している
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カテゴリーにおいては集約傾向にあるものが多く、反対に施設数が増加しているものは分
散して立地していっていることが見られた(11)。また施設数が減っているものでも、比較的
日常使いが予想される施設は分散したまま残り、特別な利用や特定の層が利用すると考え
られる施設は集約する傾向にある(12)。一方で施設数が増加傾向にあるカテゴリーでは、特
定の層が利用するような施設でも分散していくものと集約して立地するものとに分かれて
いる(13)。
 こうした地域内施設としての生活拠点機能は、現在変容段階に入ったところであり、今
後これまでの近隣センター型や幹線沿い型、街角型のような整備・計画された施設配置と
は異なり、人口減少や高齢化社会の中で分散していく施設と集約していく施設に二分化さ
れ、それぞれが特性をもって展開していくと思われる。またこうした変容は、郊外型戸建
住宅地では、そこの居住者世帯や空間構造の特性から、急激に進むと考えられるため、引
き続き調査と分析を行っていく必要がある。本稿は、あくまで地域内施設を生活拠点機能
として定め、その現状を明らかにするところまでしか至っていない。今後の地域の再編や
持続可能性を測るためには、今回の調査結果で分かった施設配置の実態と居住者の行動実
態との整合性や生活拠点機能にハード面のみでなくソフト面も含めた地域内のアクティビ
ティの変遷と現状を確認していく必要があるだろう。それらは、本研究の次の段階として
明らかにしていく。
74
KGPS Review No.24 November 2017 
74 
 
－参考研究－
荒木 俊之『1990 年代以降における小売店の立地変化と立地規制の影響』E-journal GEO, Vol. 
11(1), 日本地理学会, 2016, pp.56-69
伊丹 康二,横田 隆司,飯田 匡,伊丹 絵美子,佐野 こずえ『高齢化が進む大阪都市圏の郊外
住宅地における住民の住環境に対する評価と意識』学術講演梗概集 13414526, 一
般社団法人日本建築学会, 2010-07-20, pp.65-66
小池 司朗『人口学的観点からみた東京都区部における「都心回帰」の動向』2016 年度日
本地理学会秋季学術大会 308, 日本地理学会, 2016
鈴木 勉『ニュータウン縮小期の商業施設の立地変化による高齢者の購買難民化』豊かな
高齢社会の探究 調査研究報告書,ユニベール財団, 2012-07(20),38p
－参考文献－
饗庭 伸 『都市をたたむ 人口減少時代をデザインする都市計画』花伝社,2015.12
角野 幸博 『郊外の 20 世紀：テーマを追い求めた住宅地』学芸出版社,2000.3
三浦 展,藤村 龍至 編 『NHK ブックス別巻 現在知 Vol.1 郊外 その危機と再生』NHK
出版,2013.4
－参考資料－
国土地理院「国土数値情報ダウンロードサービス」http://nlftp.mlit.go.jp/ksj/ (2017.10.6)
神姫バス「神姫バス検索サイト NAVI」https://navi.shinkibus.jp/snk/ (2017.10.6)
ゼンリン編 『三木市ゼンリン住宅地図‘74』1974
ゼンリン編 『三木市ゼンリン住宅地図‘85』1985
ゼンリン編 『三木市ゼンリン住宅地図‘95』1995
ゼンリン編 『三木市ゼンリン住宅地図‘05』2005
ゼンリン編 『三木市ゼンリン住宅地図‘15』2015
総務省統計局「平成 27 年国勢調査」2015
総務省統計局「平成 22 年国勢調査」2005
三木市企画調整課「兵庫県三木市統計」http://www2.city.miki.lg.jp/miki.nsf/39f1c87d0d44690
349256b000025811d/df3635b03d324f4949256cb50026dfe7?OpenDocument (2017.10.6)
三木市「三木市住民基本台帳 1974」1974.9.30
三木市「三木市住民基本台帳 1985」1985.9.30
三木市「三木市住民基本台帳 1995」1995.9.30
三木市「三木市住民基本台帳 2005」2005.9.30
三木市「三木市住民基本台帳 2015」2015.9.30
三木市「三木市住民基本台帳 2016」2016.9.30
